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平成 31 年度予算編成について 

 

 

このことについて、別紙「平成 31 年度の予算編成について」のとおり予算の編成方針を定めたので、

主管の長は、かかる予算編成方針に基づき、必要な書類を作成し、指定する期日までに財務課長を経て提

出するよう、市長の命により通知する。 
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平成 31 年度の予算編成について 

 

 日本を取り巻く経済情勢は、9 月調査の日銀短観によると製造業では西日本豪雨等の災害もあったもの

の、海外で好調さもあり横ばいもしくはやや下落傾向と思われるが、非製造業では、人手不足や自然災害

の影響によるインバウンド関連需要が減退したことを受け個人サービスや宿泊・飲食サービス業が悪化し

たことから悪化となっている。 

 

6 月 15 日に閣議決定された「骨太の方針 2018」は、副題として～少子高齢化の克服による持続的な成

長経路の実現～を掲げ、「人づくり革命の実現と拡大」・「生産性革命の実現と拡大」・「働き方改革の推進」

などを前面に押し立て、「人材面」「生産性」を重視する方向にさらにシフトしてきている。   

これらの政策は、幼児教育のみならず高等教育を含めた教育の無償化や待機児童問題解消や高齢者雇用

の拡大など税収、消費拡大につながる働き手確保の政策とともに、社会保障関連経費の伸びを一定程度に

抑制する表現が削除され、平成 31 年 10 月の消費税増税に伴う景気への影響を最小限度にとどめておける

よう財政出動の余地を残したものとなっている。 

さらに、消費税増税に伴い景気を悪化させてきた状況を踏まえ、景気維持に向けて国は様々な手法を講

じてくることから、その動向について注視していく必要がある。 

この他にも平成30年度までとされてきた一般財源の総額について平成31年度も同水準を確保するとあ

るが、地方交付税へのトップランナー方式の導入、新地方公会計制度による決算指標の見える化などに加

え、地方公共団体の基金残高に着目し、その大きさを問題視してきている状況に変わりはないものである。 

 

こうした中、本市における平成 31 年度の歳入面は、景気回復の恩恵がようやく本市にも伝播し市民税

の増が見込まれ、企業の設備投資計画が大きく伸びているところで固定資産税でも増の見込となり市税の

増が期待できる状況にある。しかしながら、地方交付税は合併算定替が終了したのち 5 年間設けられた激

変緩和措置が最終 5 年目を迎え、最終的には 10 億円程度縮減されることとなる。そのほか、各種譲与税

や県税交付金など一般財源を構成する収入は、経済情勢により交付額が上下動するため安定的ではなく、

減額になると推計している。 

一方、歳出面では、平成 31 年度は従来、平成 31 年度を終期とした大規模事業である鎌田中学校校舎改

築事業や北部学校給食センター建設事業などが計画最終年度であり、幼稚園、小学校、中学校に空調機器

を整備する事業の最終年度ともなり、集中的に投資する年度となっている。介護保険事業会計、後期高齢

者医療事業会計を中心とした繰出金の増、公共下水道事業会計への補助費等の増などに加え、短期償還も

含め公債費も大きく増加し、義務的経費の増が著しい状況にある。 

これら諸問題が山積するなか総合計画、松阪市行財政改革推進方針が最終年度を迎えることとなる。計

画最終年度であるからその目標達成もさることながら次世代に持続可能な方策を提言していかねばならな

い。 

このような状況のもと、平成 31 年度当初予算として平成 30 年度の特別枠「総合計画推進特別枠」、「大

規模継続事業枠」、「施設緊急整備事業枠」整理し、一定額を確保し、財政措置を講じた。 

 

以上のことを踏まえ、本市行財政を担う者として基本的な役割をしっかり見据え、「健全な財政の範囲内

で次世代への投資を行う」べく、平成 31 年度予算編成に当たっては、下記の事項に留意しつつ臨んでい

ただきたい。 
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記 

 

１．基本的事項 

(1) 必ず一年間の歳入・歳出を網羅した年間総合予算として、優先順位を充分に精査するとともに、事業

の効果的な執行に関わる広報関係費・旅費等を含め、遺漏のないよう要求すること。したがって、予算の

補正については、制度改正、災害復旧費、義務費の不足等、特に緊要となった経費の支出等にかかるもの

を除き、原則行わないものとする。優先順位、事業効果についてはそれを設定、検証した根拠について説

明できるように整理しておくこと。 

(2) 歳入については、できる限り特定財源の確保を図ること。また、自主財源の確保に努め、特に、収入

未済額については、早期にその実態を把握したうえで解消に努め、不納欠損が生じることのないよう所要

の処分等を実施すること。 

(3) 事務・事業に関して「松阪市行財政改革推進方針」では「そもそもの必要性」、「行政関与の必要性」、

「効率的で効果的な実施手法」、「実施規模の妥当性」という視点からそれぞれの内容を「評価」し、そこ

から見えてくる課題に対する「改善」方針を、次年度以降の政策立案、施策実施に反映させていくことに

より、持続可能な市政運営を実現させることとしている。これを目指し、事務・事業の成果を測る定量的

な指標を設定し、適切に評価することで浮かび上がる改善策を次年度以降に反映させるPDCA サイクルを

確立させるよう事業を組み立てること。 

(4) 重要施策については、平成 28 年度に策定された新しい「総合計画（松阪市総合計画「住みやすさ進行

中！バージョンアップ松阪」）」、「実施計画（平成 31 年度）」を踏まえ、関係部局等と充分な調整を行った

うえで、予算要求すること。 

(5) 新規事業の導入、既存重点事業の拡充等については、原則として各部局等における事務事業の総点検

等により財源を捻出することとする（スクラップ・フォー・ビルドの原則）。 

ただし、実施計画（平成 30 年度）に計上の総合計画推進特別枠については配分枠とは別枠で検討する。 

(6) 国・県・市・民間の事業主体及び経費負担の区分については、法令等に準拠して明確にし、適正化に

努めること。 

(7) 工事等において、予算要求部局で執行することができず、他の部局へ執行依頼を予定しているものに

ついては、執行依頼先と充分協議を行ったうえで要求すること。 

また、予算計上も含んで実施となる環境整備事業などは事業実施先の枠内での実施となるため、相互に情

報共有、方針決定をしたうえで予算要求を行うこと。 

(8) 議会及び監査委員により決算委員会等での指摘事項については、その内容を精査検討し、予算に反映

させること。 

(9) 総合計画、行政事業の総点検、部局長の「実行宣言」において設定されたそれぞれの指標に対する進

捗状況を把握のうえ、ロードマップに基づき、指標達成を視野に入れたうえで要求等すること。なお、指

標未達成の場合は事業の大幅な見直し、廃止も含めて検討すること。 

(10) 事業の実施方法において、「松阪市行財政改革推進方針」に基づき、3 つの基本方針「持続可能な市

政運営の推進」、「公民連携と開かれた市政運営の推進」、「合理的で質の高い市政運営の推進」で示された

10 項目の「改革の視点」のもと、事業の選択と集中により見直しを図ること。 

(11)「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（いわゆる「障害者優先調

達推進法」）が施行されている。本市においても「松阪市障がい者就労施設等優先調達方針」が制定されて

いる。物品等の調達に当たっては、公平性・競争性に留意しつつ、障害者就労施設等から物品等を調達す

るよう努めること。 
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(12) 今後の国、県の動向については大きな変化が予想されるところであるが、当面は、現在判明している

範囲での予算編成を進めることとする。今後、予算編成過程において、関係府省等からの情報収集に努め、

その動向について的確に把握したうえで、適切な対応を図ること。 

(13)特に、県補助金等が要望額に対し満額交付にならないケースが増加しているが、このような場合、

交付決定額に見合う事業を執行するにとどめ、安易に市費で不足分を補完することの無いよう努める

こと。 

(14)市単独事業のうち県事業と同種、同様の類似事業がある場合、重複している市単独事業は廃止す

ること。事業の対象者、事業内容は類似しているが、その事業目的が相違していることから重複に気

づかないような事例が昨今、判明してきていることから、十分確認のうえ予算計上すること。 

(15)複合機の統合に伴う取扱いについて、昨年度、予算計上が漏れた所属においては計上を忘れないよう

注意すること。30 年度使用実績を踏まえたうえで算定すること。 

(16)非常勤職員使用の庁内ネットワーク利用パソコンの取扱いについて、平成 27 年度までは各所属におい

て調達する場合もあったが、平成 28 年度より管理の効率化、セキュリティ向上のために情報企画課から

貸与することとなった。よって上記内容のパソコンについて新規調達をすることのないようにすること。 

(17) 各課個別で調達している庁内ネットワーク利用パソコン（※1）の取扱いについて、平成 29 年度まで

は各所属において調達する場合もあったが、平成 30 年度より原則、情報企画課から貸与することとなっ

た。よって上記内容のパソコンについて新規調達をすることのないようにすること。 

 ※1 内部情報システム（職員ポータル、GIS など）を使用する端末 

(18)公共施設マネジメントに関する事業として、施設の集約化・複合化、転用、除却については公共施設

マネジメント基金を造成し、財源措置を講じている。該当する事業がある場合は事前協議期間中に事業の

概要をもとに市政改革課と協議のうえ、基金繰入金を計上すること。 

(19)新規に施設を新設、増築、及び国、県からの権限移譲等に伴い施設の移管が想定される場合は必ず財

務課財産管理係に報告すること。報告の無い施設については各所属が保険料を負担する場合があるので注

意すること。 

 

２．歳入に関する事項 

(1) 分担金及び負担金  

分担金の根拠は必ず条例に、負担金の根拠は必ず法令によらなければならず、ともに特定財源となるも

のである。このことから、「分担金及び負担金」の目・節区分は、それぞれ歳出予算の款・項区分に対応さ

せること。 

(2) 使用料及び手数料 

使用料及び手数料の根拠は必ず条例によらなければならず、原則として、占用料を除き、特定財源とな

るものである。このことから、「使用料及び手数料」の目・節区分も、それぞれ歳出予算の款・項区分に対

応させること。 

なお、消費税増税に対応し、使用料、手数料を改正する場合は 2 月定例会に条例改正案を提出するとと

もに当初予算においても変更後の金額を基に算定すること。 

(3) 国・県支出金 

・国・県の区分に注意すること。すなわち、国庫支出金が県の歳入歳出予算に計上され、しかる後に本市

に交付される場合は、県支出金として取り扱うこととなるものである。 

・負担金・補助金・委託金の区分に注意すること。すなわち、負担金は地方財政法第 10 条、第 10 条の 2、

第 10 条の 3 に分類され、必ず個別法令に定められているほか、委託金は地方財政法第 10 条の 4 に例示さ
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れ、補助金は地方財政法第 16 条に分類される奨励的・財政援助的性格を持つものである。 

いずれも、当該支出金の対象となる事務または事業に対する当該地方団体の支出を要件として、その財

源の全部または一部として交付されるものであり、施越事業にかかるものを除き、特定財源である。この

ことから、国・県支出金の目・節区分も、それぞれ歳出予算の款・項区分に対応させること。 

県が国庫負担金を受けて本市に県支出金を交付する場合に、法令の負担の根拠とは別に任意で単独補助

をプラスするような場合は、当該単独補助分は、県負担金とは別に県補助金に区分して計上すべきもので

ある。 

特に補助金については、必要度・緊急度を充分検討するとともに、単年度及び将来の一般財源負担等も

考慮しつつ、国県補助金の適切な確保に努めること。また、国・県の予算編成過程における補助対象事業、

補助基本額、補助率等の状況に充分留意すること。 

・平成 31 年度の補助要望を行う場合は、必ず財務課長等との事前協議のうえ、合議すること。 

・各府省等の概算要求において、補助金等総額の削減がなされているものについて、その動向に留意し、

充分把握しておくこと。なお、地方の事務事業として同化または定着したということから国庫補助制度と

して廃止され、普通交付税の基準財政需要額に算入される場合はともかく、単に国・県の側の事情によっ

て廃止または縮減されたものについては、事業そのものを廃止または縮減することとし、一般財源への振

替えは行わないものとする。また、補助率が引き下げられたもので地方団体が負担義務を負うものについ

ては、真に必要と認められるものについてのみ受け入れることとし、地方団体の負担が任意のものについ

ては、国・県負担減に対する一般財源の継ぎ足しはしないものとする。 

(4) 繰入金 

充当可能な基金の活用に努めること。特に、指定寄附基金に積み立てた寄附金は、寄附者の意向に沿う

よう早期に繰り入れること。 

(5) 市 債 

起債の意義を充分理解し、市債充当事業の厳正な選択を行うこと。すなわち、例えば義務教育施設のよ

うに将来長い間にわたって効果を生ずるものがあるが、そのような施設を建設するのに、現在の住民だけ

が一切の負担を負うのは不合理であるから、あえて将来の住民にも負担させるような方法で財源調達をし

ようとするものであり、経費負担公平の原則から起こすものである。予算計上にあたっては、設計書等に

より、起債対象経費を明確に示したうえで要求すること。 

 

 

 

 

３．歳出に関する事項 

(1) 人件費 

各種委員等の報酬については、「委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例」の整備も合わせて、

計上すること。 

(2) 扶助費 

市単独の扶助費では、事業を行うことによって住民の間の所得再配分を行うこととなるが、そのことが

住民の多くから許容されるだけの必要性、緊要性があるか、社会経済情勢の変化から見て、現在において

も必要な施策か、その施策を行っていることが、かえって個人や家庭の向上意欲を失わせたり、地域社会

における互助や連帯の気運を醸成していくうえでの障害となっていないか、といった点に留意し、計上す

ること。 
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(3) 賃金及び賃金共済費 

業務内容、人員などを精査し、職員課と充分協議のうえ、計上すること。賃金を支給される職員につい

ては、一定期間を定めて雇用される臨時的な勤務態様であり、長期間継続するようなことなく、業務量の

変化等に対応できるようにすることが肝要である。職員課に非常勤職員雇用計画書を提出する際には、過

去の実績にとらわれず雇用の必要性について再検討し、繁忙期に限定するなど雇用人数の削減、雇用期間

の縮減を図ること。 

全体掲示板掲示の「平成 31 年度非常勤職員任用計画のヒアリングについて」中の注意事項を確認のう

え予算計上を行うこと（特に下線が引かれた本ヒアリングと予算査定の関係についての項）。 

(4) 旅 費 

・費用弁償とは、職務の執行に要した経費を償うために支給される金銭給付で、支給対象は概ね「節 1 報

酬」の受給者の範囲と一致し、役務の対価ではなく、実費弁償の性格を持つものである。議会の議員に対

する実費の弁償その他講師等の招へいに係る旅行の旅費である。 

・普通旅費とは、具体的な事業の目的に必要とされる旅費ではなく、通常の業務によるものとする。 

・特別旅費とは、普通旅費に該当しないおおむね特定の事務事業の執行に伴う旅費をいい、ほとんどのも

のがこれに該当するものと思われる。 

・旅費を伴う出張においては必要最低限の人数とし、不必要な人員とすることの無いよう厳選すること。

なお、東京出張については東京駐在官を積極的に活用し、出張の可否を含め出張人数の縮減に努めること。 

 (5) 燃料費、光熱水費 

・料金改定への対応に留意するとともに、エコフィスアクションプログラムまつさかの取組み（冷暖房設

備の運転時間は執務時間内とし、昼休みは運転を停止する。また、エアコンのある部屋・施設は、夏 28℃、

冬 19℃を目安に運転管理を行う等）に基づいた平成 30 年度実績または平成 31 年度使用見込量を基準に

見積もること。特に電気使用量においては、節電対応を前提に積算すること。 

・車両関連のガソリン代等については、財務課の通知（全体掲示板）に基づき計上すること。 

(6) 修繕料または工事請負費 

・施設修繕については個別施設計画に計上された修繕内容について必要なものを予算計上することとする。

未計上のものについては個別施設計画を見直したうえで計上すること。ただし、小規模修繕等の範囲内の

ものや、個別施設計画と小事業が一対一で対応しないものについては予算要求をまとめて計上することと

し、個別施設計画への計上を条件としないこととする（できる限り個別施設計画への計上が望ましい）。 

また、修繕による効果（耐震性の向上等）、必然性（法定の整備内容であれば条文等）について説明ができ

るよう資料を準備しておくこと。 

・修繕を行わないことにより使用年数が短縮されるようであれば、積極的に行うべきである。各施設の現

況を充分に把握し、適正な維持管理に努めるとともに、修繕計画を作成したうえで緊急性・必要性等が高

いものから実施する等、計画的・効率的な対応を図ること。 

・土地、工作物等の造成又は製造及び改造の工事並びに工作物等の移転及び除去の工事等に要する経費で

契約によるものが工事請負費、備品の修繕若しくは備品又は船舶、航空機等の部分品の取替えの費用及び

家屋等の小修繕で工事請負費に至らないものが修繕料とされている。 

・工事請負費か修繕料かは、資産の形成（耐用年数の延長含む。）か否かで区分する。 

・1 件あたり 100 万円を超える大規模な修繕の場合、施設管理に関する一般管理事業ではなく施設整備事

業とし、別事業立てとする。 

 (7) 委託料 

測量・設計・計画策定等業務ノウハウの蓄積・継承のために、安易な外注・業務委託を見直すこと。必
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要な場合は、委託すべき業務の内容・範囲等を細部まで精査し、その必要性、委託の範囲（何を委託する

か）、委託の理由（なぜ職員ではできない、あるいは、すべきでないか）及び費用対効果を明確にしたうえ

で要求すること。 

施設管理業務委託のうち、消防設備保守点検業務、及びエレベーター設備保守点検業務について建築基

準法第 12 条点検に係る項目を追加し、予算計上すること。対象施設は後日、市政改革課より明示される

ので確認すること。（200 ㎡を超える特定建築物等が対象、213 施設、425 棟） 

(8) 備品購入費または消耗品費 

備品とは「その性質又は形状を変えることなく比較的長期間にわたって使用に耐えるものであり取得時

の単品での取得価格（取得価格がないものにあっては評価価格）が 1 万円以上のもの」等である（松阪市

物品管理規則第 3 条第 1 項第 1 号）ので、単品での予定価格が 1 万円以上のものについては、備品購入費

で要求すること（入札等の結果、1 万円未満になれば、必要に応じ流用し、消耗品費で執行すること）。な

お、学校その他の教育機関の用に供する物品については、「松阪市立小中学校・幼稚園備品管理規程」に拠

ること。また、原則として、使用に耐えない買換え備品のみ要求すること。 

後日備品に関する規定として「備品・消耗品の判断基準について」を全体掲示板に掲載予定ですので必

ず確認をすること。 

(9) 負担金、補助及び交付金 

・負担金とは、一般的には法令または契約に基づいて、国または地方公共団体に対して負担しなければな

らない経費をいう。このほか、本市が構成または加入している各種団体に対する会費等や講習会の受講料

も負担金に区分される。各種団体への負担金について、決算における繰越金が多額に出ているものは縮減

を図ること。 

・一部事務組合等の負担金（建設事業に係るものを含む。）についても、当然のものとしてその額を受け止

めるのではなく、能動的に組合等の運営に参画し、本来の組合等設立の趣旨でもある効率的な運営を行い、

負担金の軽減に努めること。 

・補助金とは、一般的には特定の事業、研究等を育成、助長するために公益上必要があると認められる場

合に限り、対価なくして支出するものである（地方自治法第 232 条の 2）。この「公益上必要がある場合」

の公益とは、社会的見地からケースバイケースで認定するべきで、その認定権者は市長及び議会であるが、

その認定として全くの自由裁量行為ではないので、客観的にも公益上必要であると認められなければなら

ない（昭 28.6.29 行実）。また、憲法第 89 条により、公金支出として「宗教上の組織若しくは団体の使用、

便益若しくは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業」に支出することは禁

止されているので注意すること。 

・交付金とは、法令等により、団体あるいは組合等に対して地方公共団体の事務を委託している場合にお

いて、当該事務処理の報償として支出するものであり、委託金が法令の規定または私法上の契約による行

政事務執行上の委託であるのに対し、交付金はもっぱら報償として一方的に交付される点において異なる。

例としては、都道府県が市町村に対して交付する利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金等があり、市町村の事務で想定されるものはないと思われる。 

・平成 22 年 11 月に定めた『補助金等に関する基本方針』に基づき、補助金等について、新規に計上及び

変更するものは、交付要綱案と合わせて要求すること。 

・補助金等に関する基本方針にあるように複数年に渡り、同一の相手方に対する補助金は既得権益的な色

彩を帯びていないか、補助金の目的に立ち返り十分検討のうえ計上すること。 

・補助金要綱に記載の相手方が特定個人、団体名である場合、その補助金の目的を必ず再検討し、目的達

成などであれば不必要として廃止するか、今後も必要であり存続させるのであればその目的に合致する個
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人、団体を規定する内容で再検討し、要綱を変更すること。 

 

(10)繰出金 

繰出金とは、一般会計と特別会計、企業会計または、特別会計相互間の予算の相互に充用するものである。

繰出金は法令、通達等に基づく繰出基準により計上されるもの、本市特有の事情により繰り出するものが

あるが、前者の法定繰出金についてはその根拠となる法令、通知等を明確にし、算出根拠を明示すること。

後者の法定外繰出金についてはその繰出金の算出根拠、並びに経緯、必要性について説明できる資料を準

備すること。 

 

４．債務負担行為 

実施等が決定しているもので、積算が可能であれば、当初予算で計上すること。また、債務負担行為に

基づく執行力は、当該債務負担行為設定年度に限られ、年度経過後に当初の債務負担行為に基づき変更契

約を締結することはできないので、その場合は増額分及びその期間に係る新たな債務負担行為を設定する

こと。 

複数年に渡る債務負担行為で消費税増税の影響を受ける場合は必ず金額等を確認のうえ限度額等を修

正し、計上すること。 

 

５．特別会計 

特別会計については、法令上特に定めのあるものを除き、財源不足額を一般会計の繰出金に依存するこ

となく、運営の合理化、経費の節減に努め、収支の均衡維持を基本方針とし、上記一般会計の考え方に準

じて見積もること。 

 

６．その他 

予算要求基準、予算見積書の積算等注意点、ヒアリング時の注意点、財務会計システム入力についての

注意点は、別紙＜1＞＜2＞を参照のこと。また、特定の歳入歳出科目の積算は、別添のテンプレートを使

用すること。 

 

７．予算編成の日程及び提出する様式等  

(1) ヒアリング等日程について（予定） 

財務課長による事前協議・事前審査：平成 30 年 10 月 31 日（水）～12 月 12 日（水） 

総務部長ヒアリング（一次・二次事業）：平成 30 年 12 月 13 日（木）～27 日（木） 

市長・副市長ヒアリング（二次事業）：平成 31 年 1 月 8 日（火）～29 日（火） 

 

(2) 提出書類について（①～⑥ごとに綴じ、①～⑥は各 8 部＋PDF データ（課ごとにまとめて作成するこ

とデータ名は下記のとおりとする。）、⑦～⑪はデータで提出） 

※提出期限までに提出するもの 

① 平成 31 年度 当初歳入予算要求書 【課名】 

② 平成 31 年度 当初歳出予算要求書 一次 【課名】 

③ 平成 31 年度 当初歳出予算要求書 二次 【課名】 

④ 継続費見積書 【課名】 

⑤ 債務負担行為見積書【新規分】【課名】 
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⑥ 政策・事業等説明資料【新規事業のみ】【課名】 

――――――――――――――――――――――――― 

※⑦～⑪についてはデータで提出して下さい。⑦、⑨～⑪についてはヒアリング時に 11 部提出 

⑦ 補助金交付要綱案【新規・変更のみ】※データで提出 

⑧ 債務負担行為見積書【継続分】※データで提出 

⑨ 新規事業指標設定シート（31 年度新規事業について提出）※部局で取りまとめてデータで提出 

⑩ 平成 30 年度当初予算等に係る課題・懸案事項 ※部局で取りまとめてデータで提出 

⑪ 前年度から変更になった内容等で特に市長に報告すべき案件 ※部局で取りまとめてデータで提出            

 

※①・②・③の様式は、財務会計システムによる。④～⑥、⑧～⑪の様式は、グループウェアネットフォ

ルダに掲載の様式とする。（ネットフォルダ→様式→財政） 

※⑤・⑧債務負担行為見積書の作成にあたっては、必ずネットフォルダ内の記入例を参照すること。 

※⑥政策・事業等説明資料は、議会基本条例第 9 条第 2 項に係る説明資料で、議案とともに提出されるこ

とがある。従前の「新規事業の概要」に代わるものなので、作成上注意すること。 

※⑧については、ファイル名「○○課 債務負担行為継続分」として、回覧板で提出すること。 

※⑩、⑪については提出期限終了後も該当する案件が発生した場合は逐次提出すること。 

※特段 PDF データを求めていないものはPDF の作成は不要、また、修正する場合も同様の扱いとする。 

 

(3) 提出期限  → 平成 30 年 11 月 29 日(木) 午後 3 時 厳守 

(4) 提 出 先  財務課財政係 



 

- 9 - 

予算要求基準 

 

別途通知する「各部局への一般財源配分額」以内で見積もること。なお、経費区分ごとの要求基準は、

下表を目安とする。 

 

経費区分 要求基準 

人件費・公債費 所要額【配分しない】 

扶助費 予算編成方針に則った所要額【配分しない】 

積立金 所要額【配分しない】 

繰出金・一組分担金等 予算編成方針に則った所要額【配分しない】 

投資的経費 平成 30 年度当初予算の所要一般財源の範囲内、又は平成 31 年度実施計画要望

額の一般財源、いずれかのうち少ない方の額の範囲内 

投資的経費における大型

継続事業枠 

投資的経費における大型継続事業の平成 30 年度当初予算所要一般財源からの

増額分【配分しない】ただし、実施計画要望額の一般財源を上限とする。 

その他の経費 平成 30 年度当初予算の所要一般財源（1,000 万円未満の部局は 100％） 

総合計画推進特別枠 実施計画ヒアリングにおいて総合計画推進特別枠として認められた事業（事業

費全体で認めるものではなく拡充分、適用分等別途、限定する。）【配分しない】 

施設緊急整備事業枠 投資的経費において平成 30 年度、31 年度に集中して施設整備を行う事業、た

だし、実施計画要望額の一般財源を上限とする。【配分しない】 

 

予算要求の分類 

 

       一次要求（経常的・非政策的事業） 

予算要求 

                            総合計画推進特別枠 

二次要求（新規事業、臨時的・政策的事業） 投資的経費 

                             大型継続事業枠 

施設緊急整備事業枠 

その他事業 

○ 一次要求 

・一般事務費・施設維持管理費等の経常的事業のほか、非政策的な事業 

 

○ 二次要求 

政策的事業 

・新規事業 

・市独自の事業（市単扶助費など） 

・建築物等にかかる大規模な修繕、ブロック塀等の撤去について（教育施設等を除く） 

・経常的な経費にあって、制度改正など事業内容が大幅に変更になるもの 

・政策的要素の高いもの 等 
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総合計画推進特別枠 

・総合計画において総合計画推進特別枠として認められた事業（事業費全体で原則認めるものではなく 

拡充分、適用分等別途、限定するものもあるので注意。） 

 

投資的経費 

・普通建設事業（建設補助金、県施行負担金を含む）、災害復旧事業 

・1 件 100 万円以上の備品購入 

・大型継続事業枠（投資的経費のうち継続して実施される大規模事業（配分せず超過分を別途査定）） 

・施設緊急整備事業枠（投資的経費のうち平成 30 年度、31 年度に集中して施設整備を行う事業（配 

分せず別途査定）） 

 

注）平成 31 年 10 月に消費税増税が見込まれているが詳細は現在未定である。増税分についても上記配 

分の範囲内で対応することとし、後日別途配分するものではないので注意 

消費税増税に係る計算方法について不明な場合、財務課では詳細を把握していないため下記国税庁 

HP を確認するか、直接、税務署に確認すること。 

 

１）国税庁 HP（https://www.nta.go.jp/index.htm） 

２）平成 31 年 10 月 1 日以後に行われる資産の譲渡等に適用される消費税率等に関する経過措置の 

取扱いについて（法令解釈通達） 

https://www.nta.go.jp/law/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kobetsu/kansetsu/141027/kaisei.htm 
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別紙 1＞ 

予算見積書の積算等注意点 

1：その他食糧費の弁当代については、原則単価 1,000 円以内、お茶については原則 120 円以内とする。 

2：物品購入等の単価については、単純に定価を計上せず調達係と協議する等、過大見積りとならないよ

う注意すること。 

3：PC 及び周辺機器の要求は、導入目的、新規、更新、継続の台数等について、明記すること。また、情

報システム、及び、PC・その周辺機器の調達、並びに、情報システムの改修に係る予算については、必ず

情報企画課と協議を経た結果を要求すること。（協議内容を確認する場合有） 

 

ヒアリング時の提示・提供資料について 

1：修繕または工事等については、事業箇所表を要求書に添付し、ヒアリング時に写真、図面、設計書等

を提示すること。イベント等については、開催予定期日、事業規模、実施要領案を提示すること。 

2：ヒアリング時に提出の資料はできる限り A4 サイズとし、また、必ず課（室、局）名を記入し、長辺

に二穴を空けること。 

3：新規事業が発生した場合は、事前に財政係へ新規事業等コード登録票にて報告することとし、「政策・

事業等説明資料」、「新規事業指標設定シート」を作成すること。なお、新規の補助金等については、必ず

補助金等交付要綱案を作成のうえ、ヒアリング時に提出すること。 

※提示・提出資料につきましてはヒアリング前に案内させていただきます。 

 

財務会計システム入力についての注意点 

1：各事業において、「事業内容」欄及び「効果」欄に必ず記入すること。「事業内容」欄には要求年度の

事業概要（目的、内容[具体的に]、経費内訳[事業量、対象者数、期間等]）を適確に記入すること（＜別紙

2＞参照）。なお、原則、この「事業内容」欄の記載内容を予算説明資料にコピーするので留意すること。 

※前年度の予算説明資料最終版の内容を、予め「事業内容」欄にコピーしてあるので、これをベースとし

て加筆修正すること。 

また、政策的経費の「効果」欄には事業の目標達成の年次終期、期限等を必ず明記すること。 

2：可能な限り「積算式」欄に根拠等を記入すること。詳細について別紙に記述する場合であっても概略

がわかるよう最低限の情報は記述すること（○○工事一式ではなく、路線数、箇所数、などを記述するこ

と。） 

3：歳入で、分担金及び負担金については、根拠法令、受益の範囲と限度を明示すること。使用料及び手

数料については、根拠条例を明示し、平成 31 年施行予定の改正条例に基づき見込むこと。（使用料、手数

料について消費税増税分についてはその旨を必ず記入し、増税による増加分をわかるよう記述すること。） 

国県支出金については、補助金等の算出根拠を予算書に記載するため、できる限り詳しく補助基本額の内

訳、根拠法令等の内容を記入すること（補助基本額×補助率＝要求額）。また、県支出金においては、国

支出金と連動するものである場合、必ず「国庫○○金と連動」と積算に記載すること。歳入名称について

は必ず国、県の要綱等を確認し、一致させること。後日、申請内容と確認するため必ず確認し、相違があ

る場合は名称を変更すること。 

※昨今、歳入歳出ともに、その積算を省略し、決算見込み額のみを記載しているケースが比較的多く見受

けられる。必ず、決算見込み額の積算根拠を明らかにして要求すること。 

4：「積算式」欄の積算式は円単位で記入し、原則、システム上で計算させること（計算ボタンを使用）。 

5：共通説明で判断できないものは、その名称を記入すること。 
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6：各節の共通説明は単純に記入することなく、その共通説明が適切であるか再度見直しすること（前年

度歳出執行にあたり、共通説明を誤っていたもの等）。 

7：新規のものについては、項目の先頭に「※」印を付けること。但し、事業自体が新規であるものにつ

いては不要である。 

8：単価等が改正になった場合は、前年度単価等を[  ]で記入すること。（ ）は数式と認識するため、使用

不可。[  ]は数式でなくコメントとして使用可。 

9：□□費一式として挙げるときは、必ず積算内容欄に「□□費一式 ○,○○○円」と数値を添えて挙げる

こと。  

10：義務的経費（人件費及び公債費を除く）については、義務的性格の根拠（法令、契約等）を明示のう

え、要求すること。 

【例 1】介護給付事業費の場合：事業自体が法律に基づく事務のため、「効果」欄に「（根拠法令）障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 29 条第 1 項」と記載すること。 

【例 2】○○事業費のうち、□□借上料の場合：「積算式」欄に「（長期継続契約 or 債務負担行為に係る□

□賃貸借契約）60 ヶ月分：平成 30 年 10 月～平成 34 年 9 月」と記載すること。 

11：歳出予算要求の積算一覧“補助単独”は国県支出金の補助対象額（基本額）を入力すること。 

12：特別旅費については、目的、行き先、日程、人数及び回数等について記載すること。 

13：歳出各節の入力にあたって 

 

節 入 力 注 意 点 

報 酬 委員人数は、延人数で記入しないこと（委員人数×報酬単価×回数等）。 

給 料 （職員数×平均給料月額×月数） 

賃 金 

・非常勤職員賃金明細に代わるものとして積算内容欄で対応できるように記入すること

（期間、時間単価×時間数×人数）。 

・通勤費用相当額は説明コード 800（通勤費用）を使用すること。 

報償費 
金銭か物品かの区別が判断できるような内容で明記すること。 

  → 謝礼金  謝礼 

旅 費 

・旅費明細に代わるものとして積算内容欄で対応できるように記入すること（目的、行

き先、日程、人数、回数等）。 

・負担金を伴うものについては [負担金あり] と記入すること。 

需用費 

・積算根拠を記入すること（単価×数量等）。 

・やむを得ず、まとめて事務用品一式として挙げるときは、必ず積算内容欄に「事務用

品○○○円」と数値を添えて挙げること。 

役務費 積算根拠を記入すること（単価×数量等）。 

使用料及び賃借

料 

・リース契約にて実施しているものについては内容を明示すること。 

【リース契約】、平成 27 年度～31 年度（60 ヶ月）、＠10,000 円×60 ヶ月 

【再リース】、1 年間、10,000 円（年 1 回） 

工事請負費 

・延長・平米単価等を記入すること。 

・特に、建物建設工事の際には、構造・工事種別（電気工・給排水設備工など）等を詳

細に記入すること。 

公有財産購入費 購入先・購入単価・購入面積等を記入すること。 

備品購入費 ・個々に積算内容欄を具体的に記入すること。 
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・車両については、車種・排気量等についても記入すること。 

 車両購入する場合、別途、所管している既存の同種の車種総台数及び新規導入か、 

買換えかについて確認を行うため資料作成し、提出すること。（所有台数、過去の稼 

働状況、導入年、走行距離等） 

・事務機器については、新規・更新・継続の台数等を記入すること。 

負担金補助 

及び交付金 

・負担金補助金明細に代わるものとして積算内容欄で対応できるように記入すること

（個々の名称・金額、交付先、事業内容、見直し年度、終期年度）。 

・10 万円以上のものは、その算出根拠等を必ず記入すること。 

積立金 

基金利子を積み立てるときには、一般財源が発生しないように調整すること。 

（基本的に基金利子＝積立金となる場合がほとんどであるので、収入は通常千円単位に

揃える際切り捨てとなるが、この場合は歳出と同様切り上げとなる） 
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＜別紙 2＞「事業内容」欄 記入上の注意点（予算説明資料基礎となるので入力内容は精査すること） 

1：目的、内容、経費内訳[事業量、対象者数、期間等]を記載することを基本とする。 

例）特別の介護が必要な 20 才以上の重度障害者に支給。 

   対象者 150 人×26,990 円×12 ヶ月 

例）廃棄物処理法の改正によりダイオキシンの削減が義務づけられ､平成○年○月末までに第二清掃工場の

基準値を 1 ナノグラム以下にする施設設備の改善を図る。 

   監理委託、施設整備工事（契約期間 H○～H○  2,464,455 千円） 

 

2：事業名で目的・内容等が明らかな場合（施設の管理事業費、一般経費、各種団体等負担金等）は、主

な経費の内訳を記載することで足りる。 

例）○○施設管理事業費：○○施設の維持管理に係る経費 

   光熱水費 126,968 千円、施設維持管理委託料 43,515 千円 ほか 

例）○○一般経費：○○に係る一般経費 

   非常勤職員賃金 1,692 千円、消耗品費 1,813 千円 ほか 

例）各種団体等負担金：○○協議会負担金 30 千円 

   ××協議会会費 20 千円 

 

3：補助金の場合、目的に加え、補助対象、対象の量等、補助率等、交付先を記載する。 

例）茶の降霜被害防止のため、防霜ファン施設の新設等を実施する農業者に対し、設置経費の 1/2 以内を

限度額として補助する。 

   平成○○年度に見直し、現在 2 年目、初回：平成○○年度、現在見直し●回目 

   補助対象経費 140 千円×補助率 1/2×10 台＝700 千円 

   [交付先]茶防霜ファン設置者 

 

4：建設事業の場合、名称、位置（場所）、構造、工種、面積、延長等を記載する。 

例）○○校区内に団地が開発され児童数の増が見込まれるため、その教室不足の解消を図る。 

鉄筋コンクリート 3 階建 704.28 ㎡（普通教室 3、特別教室 3） 

   増築工事 150,150 千円、工事監理委託 1,500 千円、施設備品 2,000 千円 ほか 

 

5：負担金、分担金の場合、負担割合等内訳の算出が可能なものについては、その内容を記載する。 

例）多気町松阪市学校組合に係る分担金 

   平等割（20％） 13,858 千円、生徒数割（40％） 15,196 千円、 

   世帯数割（40％） 15,397 千円、普通交付税算入調整分 △10,402 千円 

 

6：繰出金の場合、法令、通達等に基づく繰出基準により計上されるものの場合、その根拠となる法令、

通知等を明確にし、算出根拠を明示すること。本市特有の事情により繰出するものの場合、繰出金の算出

根拠、並びに経緯、必要性について説明できる資料を準備すること。 

 

例）国民健康保険事業特別会計に対する繰出金 

◆総務省自治財政局調整課長通知による 

【法定繰出金】 
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保険基盤安定繰出金  99,060千円   

○国保法第72条の 3による保険基盤安定制度として国保会計に繰出すもの。 

 ・低所得者の保険料を軽減するもの（3/4県、1/4市） 

 7割軽減 前年度一人当収納額88,500円×軽減対象被保険者数 2,000人×15％×1/4=6,637,500円 

 5割軽減 前年度一人当収納額88,500円×軽減対象被保険者数 3,500人×14％×1/4=10,841,250円 

 2割軽減 前年度一人当収納額88,500円×軽減対象被保険者数 5,000人×13％×1/4=14,381,250円 

 ・低所得者を多く抱える保険者を支援するもの（1/2国、1/4県、1/4市） 

420,000円×240件×1/4=67,200,000円 

○国民健康保険の事務の執行に要する経費について国保会計に繰出すもの。 

 

出産育児一時金    67,200千円 

○国保会計より支出された出産育児一時金額の2/3について国保会計に繰出すもの。 

 420,000円×240件×2/3=67,200,000円 

財政安定化支援事業  100,000千円 

○国保財政の健全化及び保険料負担平準化のための国保財政安定化支援事業として、病床数が特に多い 

などの保険者の責に帰すことができない特別事情に着目し算出した額について国保会計に繰出すもの。 

【法定外繰出金】 

◆その他 

○乳幼児医療などの福祉施策による医療費の波及増相当額について国保会計に繰出すもの。 

○保険料負担を軽減するため、政策的に国保会計に繰出すもの。  

国民健康保険税軽減市単独措置分  100,976千円 

 

7：表現は「である」調に統一すること。また、本庁と地域振興局で同名・同事業がある場合、内容の整

合性を図ること。 

 

新公会計整備検討事業費という架空の事業を例とする。 

 

【悪い例】 

× 新公会計制度に対応するためのシステム等の整備・導入を行うべきか検討する。 

 

×「今後の新地方公会計の推進に関する研究会・中間とりまとめ」が発表され、固定資産台帳の整備、複

式簿記の導入を全国的に進めていく方向性が示された。松阪市においても整備・導入をしていくべきか検

討する。 

 

 

 

 

【良い例】 

○「今後の新地方公会計の推進に関する研究会・中間とりまとめ」が発表され、固定資産台帳の整備、複

式簿記の導入を全国的に進めていく方向性が示された。松阪市においても整備・導入をしていくべきか検

討するため、先進地視察を行い、新公会計整備検討委員会を開催する。 

 一般経費等を除き、背景、目的、何をするのか等がわからないような書き方にならないように注意する

こと。 



 

- 3 - 

 

 旅費 ○○千円 委員報酬… 

◎「今後の新地方公会計の推進に関する研究会・中間とりまとめ」が発表され、固定資産台帳の整備、複

式簿記の導入を全国的に進めていく方向性が示された。松阪市においても整備・導入をしていくべきか検

討する。 

・先進地視察（愛知県、東京都町田市） 

・新公会計整備検討委員会（年 4 回開催 …） 

 旅費 ○○千円 委員報酬… 

 

 

 

 

 

 

 

 

《例外》 

・一般経費等、特に事業内容の説明が必要ない経費については、前頁のとおり、経費の内容が明らかであ

れば、詳細な説明は不要。 

・「～～委員会事業費」のように、事業名から何を行うか明らかな場合は、事業内容欄に改めて「～～委員

会を行う。」等の表現をしないこと、ただし、背景、目的、委員会等の内容については明記すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な事業内容については、文章にて記入、または、箇条書きでも可とする。（今回の例については、

箇条書きの方が分かりやすいと考え、◎としている。） 

 複数の内容が含まれる場合、主要なものから 2、3 項目程度を記入すること。経費についても同様で、

全ての経費について列挙していただく必要はなく、2、3 項目程度を記入すること（いずれの場合も、特

に説明を要する場合、4 項目以上表記することを妨げるものではない）。 
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＜別紙 3＞ 

◎ 当初予算編成時確認事項 

 

平成 31 年度当初予算編成時に以下の事項について確認し、変更できるものについては平成 30 年度中から

でも実施するよう要請する。 

 

１） 支出負担行為決議書及び支出負担行為書の決裁ルートを一致 

電子決裁導入時より文書登録された契約締結の伺いを「支出負担行為決議書」とし、財務会計上作成

する伝票を「支出負担行為書」と定義し運用してきたが、昨今、決裁ルートが双方で一致しない事例

が頻発している。本年度監査の結果として公表される見込みであることから決裁ルートが一致してい

るかどうかについては十分確認のうえ、文書、伝票を作成すること。（決裁区分は松阪市予算の編成

及び執行に関する規則、別表第１（第３条関係）専決 参照） 

 

２） 自動更新条項のある契約について 

土地の借上げ等に係り契約書の条項などで契約期間を自動更新するものが散見されるが不動産の借

上げ以外については地方自治法の趣旨を違え、脱法行為の可能性が高いことから基本的に自動更新条

項のある契約については禁止とする。（ぎょうせい：契約ゼミナールｐ2621 等より） 

なお、不動産の借上げの場合でも条項中に「翌年度以降において歳入歳出予算の当該金額について減

額又は削除があった場合は本契約は解除する」の文言を追加することを必須条件とする。相手方より

文言追加を了承願えなかった場合は債務負担行為を設定し契約期間を限定することとする。（単年度

契約でも可） 

 

３） 士業の個人事業者に対する源泉徴収について 

平成 26 年度に士業の個人事業者に対する委託料等に関し源泉徴収の有無について税務署より調査が

あり、徴収漏れがあり、全庁的に周知したところであるが、昨今、源泉徴収漏れが発生していたとの

報告があった。ついては再度全庁に周知し、確認することを要請する。 

 

４） 建築基準法第 12 条に関する点検について（エレベーター、消防施設） 

先に記述したようにエレベーター、消防施設の保守点検を委託される場合には必ず仕様書にその旨を

記述し、それに見合った内容で見積を徴取すること。本日後ほど市政改革課より建築基準法第 12 条

に関する点検について説明があるので、上記以外の設備点検や建物点検の際には協力し、今後の目視

点検を実施する際に遺漏の無いよう点検方法等について確認すること。 

 

５） 改元に係るシステム変更（住民情報系、総務管理系以外の独自システム） 

平成 31 年 5 月をもって元号が改元されることが政令で決定されたことを受け、住民情報系システム

（税情報システム等）や総務管理系システム（職員ポータル等）については情報企画課が中心にシス

テム変更について予算化を進めている。それ以外の独自システムにおいて、改元に伴うシステム変更

が必要な場合、予算計上を忘れることの無いよう注意すること。 

 

６） バス等の公用車を所有している場合について（購入、リース） 

先日、実施された交付税検査において普通交付税に算入されている車両の稼働状況が問題となり、年
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間を通じ一定程度以上の稼働が見られないもの（この場合は年間日数の 1/2 以下）について算入が認

められないとの見解が県より示され、現在確認中である。このことを受け現在、リースではなく直接

市が車両を購入し運用を行っている車両についてその稼働日数、平成30年11月末時点での走行距離、

導入年月日及び経過年数、次期車検満了日等について報告することを要請する。（別途様式を作成し、

回覧の予定）過大な所有と思われる場合には別途確認、協議のうえ所管の移動等を要請する場合もあ

るので注意すること。（予備的に保有することは認められない） 

また、公用車を購入、又は、リースにより増車する場合、駐車場の確保が必要となるが、本庁管内に

おいて公用車を増車する場合は必ず予算計上前に財務課と協議を行い、承諾を受けること。他管内に

おいても同様、施設管理者と協議し、承諾を受けること。 


